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一関地区広域行政組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

  平成18年４月１日 

一関地区広域行政組合規則第12号 

改正 平成18年12月７日 規則第31号 

平成19年３月９日 規則第２号 

平成21年６月25日 規則第１号 

平成23年９月20日 規則第７号 

平成26年３月31日 規則第２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下

「法」という。）及び一関地区広域行政組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成

18年一関地区広域行政組合条例第28号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（家庭系一般廃棄物を収納する容器の基準等） 

第２条 条例第６条第２項第１号の規則において定める容器は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

⑴ 耐水性があり、ごみ収納専用の袋であること。 

⑵ 内容物が識別できる程度の透明度を有する袋であること。 

⑶ 可燃物を収納する場合は、焼却に適した素材を使用した袋であること。 

２ 前項に規定するもののほか、家庭系一般廃棄物を収納する容器の規格等の基準につい

ては、別に定める。 

（運搬等の指示に係る排出量） 

第３条 条例第９条に規定する規則で定める事業系一般廃棄物の量は、１日平均又は臨時

に100キログラム以上とする。 

（廃棄物の搬入許可等） 

第４条 条例第13条第１項の規定により廃棄物を組合の処理施設に搬入しようとする者は、

廃棄物搬入許可申請書（様式第１号）を管理者に提出しなければならない。 

２ 管理者は、条例第13条第１項の規定により廃棄物の搬入を許可したときは、廃棄物搬

入許可書（様式第２号）を交付するものとする。 

３ 搬入者は、条例第13条第１項後段の規定により、許可を受けた事項を変更しようとす

るときは、第１項の規定により申請しなければならない。 
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４ 前３項の規定にかかわらず、家庭系一般廃棄物を自ら搬入しようとする者で許可を受

けようとする期間が１日である場合は、管理者は、家庭系一般廃棄物搬入許可申請受付

書（様式第１号の２）に申請事項を記載させ、搬入を許可することができる。 

（中間処理等の命令） 

第５条 条例第16条に規定する中間処理等の命令は、搬入者にその処分の理由及び内容を

記載した書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合にあっては、この限り

でない。 

（排出量算定基準の特例） 

第６条 条例第19条第２項の規定による算定は、１立方メートルを250キログラムに換算

して行うものとする。 

（粗大ごみの廃棄物処理手数料） 

第７条 条例第19条第３項に規定する規則で定める廃棄物処理手数料は、別表のとおりと

する。 

（廃棄物処理手数料の徴収方法） 

第８条 条例第20条に規定する廃棄物処理手数料は、搬入者が、廃棄物を管理者の指定す

る廃棄物処理施設に搬入した都度徴収する。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号に規定する廃棄物処理手数料の徴収方法は、当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 一般廃棄物収集運搬業の許可を受けた者がごみ処理施設に搬入する廃棄物に係る手

数料（１月の手数料が概ね20万円以上と見込まれる事業者で、後納の申し出があった

ものに限る。）は、月の初日から末日までの期間の搬入に係る手数料を、翌月に一定

の期限を付して発行する納入通知書により徴収する。 

⑵ 関係市町、国又は岩手県がごみ処理施設に搬入する廃棄物に係る手数料（関係市町、

国又は岩手県から後納の申し出があったものに限る。）は、廃棄物の引渡し後におい

て当日分の手数料を一定の期限を付して発行する納入通知書により徴収する。 

⑶ 関係市町又は一般廃棄物収集運搬業の許可を受けた者がし尿処理施設に搬入する廃

棄物に係る手数料は、月の初日から末日までの期間の搬入に係る手数料を、翌月に一

定の期限を付して発行する納入通知書により徴収する。 

⑷ 第６条に規定する粗大ごみの収集、運搬及び処分に係る手数料は、廃棄物の引渡し

前において一定の期限を付して徴収する。 

（手数料の減免） 

第９条 条例第21条の規定による廃棄物処理手数料の減額又は免除は、次の各号に定める
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区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。  

⑴ 関係市町 免除 

⑵ 関係市町から法第６条の２第２項の規定により、一般廃棄物の収集又は運搬を受託

した者 免除 

⑶ 天災、火災等の災害を受けた者 免除 

⑷ 生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条の規定により、現に保護の決定を受け

ている者 免除 

⑸ 環境美化又は環境教育を目的に公共の場所で発生又は回収した廃棄物の処理を奉仕

活動として行う者又は団体 免除 

⑹ その他管理者が特別の理由があると認める者 免除又は一部減額 

（減免申請の手続） 

第10条 前条第２号から第６号に規定する者は、同条の規定により廃棄物処理手数料の減

免を受けようとするときは、様式第１号に同条各号いずれかの事由を記載し管理者に提

出しなければならない。 

２ 管理者は、前項の申請が適当であると認めるときは、様式第２号により通知するもの

とする。 

（一般廃棄物処理業の許可の申請） 

第11条 法第７条第１項及び第６項の規定により一般廃棄物処理業の許可を受けようとす

る者（以下「申請者」という。）は、一般廃棄物処理業許可申請書（様式第５号）に次

の各号に掲げる書類及び図面（以下「図書」という。）を添えて管理者に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 事業計画の概要を記載した書類 

⑵ 事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、設

計計算書及び当該施設の付近の見取り図並びに最終処分場である場合にあっては、周

囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類（当該施設が法第８条第１項の

許可に係る施設である場合を除く。） 

⑶ 前号に掲げる施設の所有権を有すること（申請者が所有権を有しない場合には、使

用する権原を有すること。）を証する書類 

⑷ 組合又は他の地方公共団体から一般廃棄物処理業又は産業廃棄物処理業の許可を受

けている場合にあっては、当該許可に係る許可証の写し 

⑸ 許可を要しない廃棄物処理業を行っている場合は、その実績を証する書類 

⑹ 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本並びに法人の役
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員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の以上の支配

力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）全員の名簿、履歴書及び住民票

の写し 

⑺ 申請者が個人である場合には、その申請者及び使用人（廃棄物の処理及び清掃に関

する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「政令」という。）第４条の７に規定

する使用人をいう。以下同じ。）全員の履歴書及び住民票の写し 

⑻ 申請者（法人の役員又は使用人を含む。）が法第７条第５項第４号イからヌまでに

該当しない旨を記載した書類 

⑼ 事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 

⑽ 申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における賃借対照表、損益計

算書並びに法人税、消費税、市町村民税及び固定資産税の納付すべき額及び納付済額

を証する書類 

⑾ 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税、消費税、

市町村民税及び固定資産税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 

⑿ 業務を的確に行えるに足りる知識及び技能を有することを証明する書類 

⒀ 業務を的確に、かつ、継続的に行うに足りる経理的基礎を有することを証明する 

書類 

⒁ 一般廃棄物収集運搬業にあっては、事業に供する車両の状況を証明する書類及び事

業に供する車両の一覧表 

⒂ 一般廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入を除く。）を業として行う場合には、当

該処分後の一般廃棄物の処理方法を記載した書類 

⒃ 前各号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類 

２ 法第７条第２項又は第７項の規定により許可の更新を申請する場合は、前項の規定を

準用する。この場合において、前各号に掲げる書類又は図面の内容に変更がないときは、

添付を省略することができる。 

３ 前項の規定を適用する場合は、第１項第10号及び第11号中「３年」とあるのは「１

年」と読み替えるものとする。 

（一般廃棄物処理業の変更の許可の申請） 

第12条 法第７条の２第１項の許可を受けようとする者は、一般廃棄物処理業範囲変更許

可申請書（様式第６号）に次の各号に掲げる図書を添えて管理者に提出しなければなら

ない。ただし、その内容に変更がない図書については、添付を要しないものとする。 

⑴ 変更後の事業計画の概要を記載した書類 
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⑵ 変更した事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構

造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取り図 

⑶ 変更に係る事業の資金の調達方法を記載した書類 

⑷ その他管理者が必要と認める書類 

（一般廃棄物処理業の許可証） 

第13条 管理者は、第11条に規定する一般廃棄物処理業許可申請書又は前条に規定する一

般廃棄物処理業変更許可申請書の提出があったときは、内容を審査し、許可することと

した場合は、一般廃棄物処理業許可証（様式第７号。以下「許可証」という。）を交付

するものとし、許可しないときはその理由を付した文書により申請者に通知するものと

する。 

（一般廃棄物処理業の許可の区分） 

第14条 第11条及び第12条の許可は、可能な限り一般廃棄物処理計画に定める一般廃棄物

処理の区分ごとに行うものとし、前条の許可証に記載するものとする。 

（一般廃棄物処理業に係る廃止等の届出） 

第15条 法第７条の２第３項の規定による事業の廃止又は変更の届出は、一般廃棄物処理

業廃止（変更）届出書（様式第８号）を管理者に提出して行うものとする。 

２ 前項の届出書には、次の各号に掲げる変更事項の区分に従い、当該各号に定める図書

を添付するものとする。 

⑴ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令台5号。以下「省

令」という。）第２条の６第１項第１号に掲げる事項の変更の場合 個人にあっては

住民票の写し、法人にあっては定款又は寄附行為及び登記簿の謄本 

⑵ 省令第２条の６第１項第２号に掲げる事項の変更の場合 当該変更に係る者がそれ

ぞれ法第７条第３項第４号イからチまでのいずれにも該当しない旨を記載した書類 

⑶ 省令第２条の６第１項第３号に掲げる事項の変更の場合 変更後の事務所及び事業

場付近の見取図 

⑷ 省令第２条の６第１項第４号に掲げる事項の変更の場合 当該変更に係る施設に関

する第11条第１項第１号から第５号に規定する図書 

３ 管理者は、第１項の一般廃棄物処理業変更届出書を受理したときは、第13条の例によ

り許可証を交付するものとする。 

（許可証の返還） 

第16条 一般廃棄物処理業の許可を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、

遅滞なく許可証を管理者に返還しなければならない。 
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 ⑴ 一般廃棄物処理業の許可を取り消されたとき。 

 ⑵ 一般廃棄物処理業を廃業したとき。 

 ⑶ 一般廃棄物処理業の許可の期間が満了したとき。 

 ⑷ 許可証を汚損又はき損したことにより許可証の再交付を受けたとき。 

 ⑸ 許可証を亡失したことにより許可証の再交付を受けた者が、亡失した許可証を発見

したとき。 

 ⑹ 一般廃棄物処理業の許可の変更があったとき。 

（許可証の再交付） 

第17条 一般廃棄物処理業の許可を受けた者は、一般廃棄物処理業許可証を亡失し、又は

き損したときは、一般廃棄物処理業許可証再交付申請書（様式第９号）を管理者に提出

し、当該許可証の再交付を受けなければならない。 

（実績報告） 

第18条 一般廃棄物処理業者は、条例第24条の規定により、一般廃棄物の処理業務の実施

状況について、１月の実績を一般廃棄物処理実績報告書（様式第10号、様式第11号）に

記載し、翌月の10日までに管理者に提出するものとする。 

（報告の徴収） 

第19条 前条に規定するもののほか、条例第24条に規定する報告の徴収は、当該報告の徴

収を受ける者にその報告の理由及び内容を記載した書面により行うものとする。 

（立入検査等） 

第20条 条例第25条第１項に規定する立入検査は、当該立入検査を受ける者にその立入検

査の日時、理由及び内容を記載した書面により行うものとする。 

２ 条例第25条第２項に規定する証明書の記載事項及び様式は、省令第14条の規定を準用

する。 

（改善命令等の命令） 

第21条 条例第26条に規定する改善命令及び措置命令の命令は、当該処分を受ける者にそ

の処分の理由及び内容を記載した書面により行うものとする。 

（補則） 

第22条 この規則に定めるもののほか、廃棄物の処理及び清掃に関し必要な事項は、別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この規則の施行の際、解散前の東磐環境組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行

規則（平成６年東磐環境組合規則第６号）、東磐環境組合清掃センター設置条例施行規

則（平成３年東磐環境組合規則第１号）若しくは一関地方衛生組合清掃センター規則

（昭和55一関地方衛生組合規則第３号）又は組合が共同処理することに伴い廃止された

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成12年一関市規則第８号）、花泉町廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成６年花泉町規則第６号）、一関市舞川

一般廃棄物処分場管理運営規則（平成17年一関市規則第136号）、一関市花泉一般廃棄

物処分場管理運営規則（平成17年一関市規則第137号）若しくは平泉町廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行細則（平成７年平泉町規則第８号）の規定（以下「旧規則の規

定」という。）に基づいてなされた申請、届出、許可その他の行為で、この規則に相当

する規定があるものは、それぞれこの規則によりなされたものとみなす。 

３ 第18条に規定する一般廃棄物の処理実績の報告は、この規則の施行の日以後の一般廃

棄物の処理実績から適用し、平成17年度分の処理実績の報告については、旧規則の規定

がなおその効力を有するものとみなす。 

４ この規則に規定する様式は、当分の間、旧規則の規定中の申請、届出、許可その他の

行為に使用する様式を取り繕って使用することができる。 

附 則（平成18年12月７日規則第31号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。  

附 則（平成19年３月９日規則第２号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年６月25日規則第１号） 

この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月20日規則第７号） 

この規則は、平成23年９月26日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第２号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の一関地区広域行政組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例施

行規則別表の規定は、この規則の施行の日以後に搬入する廃棄物に係る廃棄物処理手数

料について適用し、同日前に搬入する廃棄物に係る廃棄物処理手数料については、なお
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従前の例による。 
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別表 粗大ごみの廃棄物処理手数料（第７条関係） 

品    目 単 価 

１ 編み機、足踏ミシン、ウインドファン、ウオーキングマシーン、オル

ガン、家具（90cm以上）、草刈機、原動機付自転車（50CC以下）、食器

洗い乾燥機、ステレオセット、スチール棚、ソファー（スプリング入り

を除く。）、暖房機器、机、電子オルガン、電子ピアノ、電気カーペッ

ト、電動シニアカー、マッサージ機、餅つき機、ベッド、ベビーベッ

ド、ホイール付タイヤ（普通車以下１個）、ホームポンプ、リヤカー、

レンジ、レンジ台、ロッカー等 

1,000円

２ 一輪車、椅子、換気扇、加湿器、カラオケセット、家具（90cm以

下）、ガス台、ガステーブル、脚立、こたつ板、ゴルフ用具、シルバー

カー、除湿器、自転車、瞬間湯沸器、炊飯器、スキー用具、スーツケー

ス、扇風機、タイヤ（普通車以下１本）、チャイルドシート、電気掃除

機、電気こたつ、ブランコ、ベビーカー、ホイール（普通車以下１

個）、ミニコンポセット、ライザー（米びつ）等 

500円

備考１ 粗大ごみの廃棄物処理手数料の額は、品目欄に掲げる品目の数量に、当該品目

に係る単価の欄に掲げる金額を乗じて得た額とする。 

   ２ 前項の規定にかかわらず、粗大ごみのうちベッドマット（スプリング入りを除

く。）、布団、毛布、畳等については、住民が管理者の指定する処理施設まで直

接運搬するものとし、当該粗大ごみの廃棄物処理手数料の額は、10キログラムに

つき154円とする。 

   ３ 品目欄に掲げられていない粗大ごみの廃棄物処理手数料の額（前項に掲げるも

のを除く。）については、当該粗大ごみの種類及び形状に応じて、それぞれ相当

する品目欄に掲げられているものとして、当該粗大ごみの廃棄物処理手数料の額

は、第１項の規定を適用して得た額とする。 
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様式第１号（第４条、第10条関係） 

年  月  日 

 一関地区広域行政組合管理者 様 

申請者 住  所 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名 

電話番号 

廃 棄 物 搬 入 許 可 申 請 書 

廃棄物を組合の清掃センターに搬入したいので、関係書類を添えて、次のとおり申請します。 

運 搬 車 両
車両の番号

登 録 番 号

搬入する廃棄物の種類

⒐家庭系一般廃棄物 

⒐事業系一般廃棄物 

⒐産業廃棄物 

⒐し尿・浄化槽汚泥 

⒐可燃ごみ 

⒐不燃ごみ 

⒐粗大ごみ 

⒐資源ごみ 

搬 入 量 ・ 回 数
・１月の搬入量    kg  週   回    ・今回限り 

・１月の搬入量    kl  週   回 

搬 入 先 施 設 名

⒐一関清掃センター 

  ⒐ごみ焼却施設 

  ⒐リサイクルプラザ 

  ⒐し尿処理施設 

⒐大東清掃センター 

  ⒐ごみ焼却施設 

  ⒐粗大ごみ処理施設 

⒐川崎清掃センター 

搬 入 責 任 者 氏  名  電話番号

有 効 期 間 ※    年  月  日から    年  月  日 

添 付 書 類

１ １月の搬入量が1,000kgを超える場合は搬入計画書 

２ その他管理者が必要と認める書類 

３ 許可業者は、搬出先事業所の一覧表を添付すること。  

廃棄物処理手数料減免申請書 

排 出 場 所

減額(免除)を受ける

期 間
    年  月  日から    年  月  日 

申 請 理 由

⒐関係市町（免除）   

⒐関係市町から法第６条の２第２項の規定により一般廃棄物の収集又は

運搬を受託した者（免除）  

⒐天災、火災等の災害を受けた者（免除）  

⒐生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条の規定により、現に保護

の決定を受けている者（免除）  

⒐環境美化又は環境教育を目的に公共の場所で発生又は回収した廃棄物

の処理を奉仕活動として行う者又は団体（免除）  

⒐その他管理者が特別の理由があると認める者（免除又は一部減額） 

罹 災 証 明 欄

  備考  「産業廃棄物」とは、産業廃棄物のうち一般廃棄物とあわせて処理することができる産

業廃棄物をいう。 

※は記入しないこと 
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様式第１号の２（第４条関係） 

家庭系一般廃棄物搬入許可申請受付書 

搬入施設名            

申請年月日 ・    ・ 廃棄物の種類 可燃・不燃・資源・粗大 

申請者住所・ 

氏名・電話番号

（住所） 

（氏名）                （電話番号） 

運搬車輌車種 

⒐軽 

⒐小型 

⒐普通 

⒐(      ) 

⒐貨物 

⒐乗用 

⒐特殊 

⒐(   ) 

車輌登録番号

岩手・（      ） 

― 

処 理 欄 許 可 ・ 不許可 
受 付

担当者

 所 長 

決 裁 



12 

様式第２号（第４条、第10条関係） 

第     号 

年  月  日 

 申請者 住  所 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所の所在地、 

名称及び代表者の氏名 

電話番号 

一関地区広域行政組合管理者       印 

廃 棄 物 搬 入 許 可 書 

年  月  日付けで申請のあった廃棄物の搬入については、次のとおり許可します。 

運 搬 車 両
車両の番号

登 録 番 号

搬入する廃棄物の種類

⒐家庭系一般廃棄物 

⒐事業系一般廃棄物 

⒐産業廃棄物 

⒐し尿・浄化槽汚泥 

⒐可燃ごみ 

⒐不燃ごみ 

⒐粗大ごみ 

⒐資源ごみ 

搬 入 量 ・ 回 数
・１月の搬入量    kg  週   回    ・今回限り 

・１月の搬入量    kl  週   回 

搬 入 先 施 設 名

⒐一関清掃センター 

  ⒐ごみ焼却施設 

  ⒐リサイクルプラザ 

  ⒐し尿処理施設 

⒐大東清掃センター 

  ⒐ごみ焼却施設 

  ⒐粗大ごみ処理施設 

⒐川崎清掃センター 

搬 入 責 任 者 氏  名  電話番号

有 効 期 間 ※    年  月  日から    年  月  日 

許 可 の 条 件

一関地区広域行政組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例及び一関地区

広域行政組合廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則の規定を遵守

すること。 

廃棄物処理手数料減免決定書 

排 出 場 所

減額(免除)を受ける期間     年  月  日から    年  月  日 

※ 申 請 理 由

⒐関係市町（免除）   

⒐関係市町から法第６条の２第２項の規定により一般廃棄物の収集又は

運搬を受託した者（免除）  

⒐天災、火災等の災害を受けた者（免除）  

⒐生活保護法（昭和25年法律第144号）第19条の規定により、現に保護

の決定を受けている者（免除）  

⒐環境美化又は環境教育を目的に公共の場所で発生又は回収した廃棄物

の処理を奉仕活動として行う者又は団体（免除）  

⒐その他管理者が特別の理由があると認める者（免除又は一部減額） 

罹 災 証 明 欄

※ 処 理 欄

⒐免 除    ⒐減 額（    割）  減免額       円

⒐家庭系一般廃棄物   kg  ⒐産業廃棄物      kg 

⒐事業系一般廃棄物   kg  ⒐し尿・浄化槽汚泥   kℓ 
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様式第３号及び様式第４号 削除 
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様式第５号（第 11 条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

申請者 住所 

氏名           印 

法人にあっては名称及び代表者の氏名 

                     電話番号 

一般廃棄物処理業許可（更新）申請書 

一般廃棄物処理業の許可（の更新）を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請し

ます。 

一般廃棄物処理業の種類 ⒐一般廃棄物（ごみ）収集運搬業 

⒐家庭系一般廃棄物（ごみ） 

⒐事業系一般廃棄物（ごみ） 

⒐適正処理困難物 

⒐特別管理一般廃棄物 

⒐医療系の一般廃棄物 

⒐リサイクル法等対象物（廃家庭用電気機器・自動車・バイク 

・パソコン） 

⒐一般廃棄物（ごみ）の保管 

⒐一般廃棄物（ごみ）の積卸し 

⒐一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）収集運搬業 

⒐一般廃棄物（し尿） 

⒐一般廃棄物（浄化槽汚泥） 

⒐一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）の保管 

⒐一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）の積卸し 

⒐一般廃棄物処分業 

⒐一般廃棄物（ごみ）処理 

⒐一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）処理 

⒐一般廃棄物最終処分 

事業区域  

事業所及び事業場の所在地 事務所 

電話番号 

事業場 

電話番号 
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事業の用に供する施設の種

類及び数量 

積替え又は保管を行う場合

には、積替え又は保管の場

所の面積及び当該場所にお

いて保管できる量 

既に処理業の許可を有して

いる場合(他地方公共団体

のものを含む。)にはその

許可番号 

地方公共団体名 許可番号 

注意事項並

びに添付書

類及び図面 

１ 一般廃棄物（ごみ）収集運搬業、一般廃棄物（し尿・浄化槽汚泥）収集運搬業

及び一般廃棄物処分業は、それぞれ１件の申請とするものとし、別様で提出する

こと。 

２ 事業所及び事業場の所在地が複数ある場合には、そのすべてを記載すること。 

３ 事業の用に供する施設の種類及び数量は、一般廃棄物処理施設、収集運搬車両

等について、事業の用に供するすべてのものを記載すること。 

４ 添付する書類及び図面は規則に規定するものを添付すること。 

５ 許可の更新を行う場合は、規則の規定により、添付を省略できる書類又は図面

があること。 

備  考 
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様式第６号（第 12 条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

申請者 住所 

氏名            印 

法人にあっては名称及び代表者の氏名 

電話番号 

一般廃棄物処理業範囲変更許可申請書 

年  月  日付け第  号で許可を受けた一般廃棄物処理業について、事業

の範囲の変更の許可を受けたいので、関係図書を添えて次のとおり申請します。 

区  分 変 更 後 変 更 前 

一般廃棄物処理業の種類  

変更の理由  

変更に係る事業の用に供

する施設の種類、数量、

設置場所及び処理能力(当

該施設が最終処分場であ

る場合には、埋立地の面

積及び埋立容量) 

変更に係る事業の用に供

する施設の処理方式、構

造及び設備の概要 

注意事項並びに添付書類

及び図面 

１ 一般廃棄物処理業の種類には、すでに許可を受けてい

る一般廃棄物処理業の区分ごとに記載すること。 

２ 添付する書類及び図面は、規則に規定するものを添付

すること。 

３ 事業の範囲の変更のない書類及び図面については、添

付を省略できること。 
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様式第７号（第 13 条関係） 

許可番号 

一般廃棄物処理業許可証 

申請者 住所 

氏名                 印 

法人にあっては名称及び代表者の氏名 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 7条に規定する一般廃棄物処理業について、次の

とおり許可します。 

      年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者       印 

許 可 の 年 月 日 年  月  日 

許 可 の 有 効 期 限 年  月  日 

一 般 廃 棄 物 処 理 業 の

許 可 の 種 類

許 可 の 条 件

許可の更新・変更の状況



18 

様式第８号（第 15 条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

申請者 住所 

氏名               印 

法人にあっては名称及び代表者の氏名 

電話番号 

一般廃棄物処理業廃止（変更）届出書 

年  月  日付け第  号で許可を受けた一般廃棄物処理業について廃止

（変更）したいので、関係図書を添えて次のとおり申請します。 

区  分 変 更 後 変 更 前 

廃 止 し た 事 業 又 は

変更した事業の内容

廃 止 ・ 変 更 の 理 由
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様式第９号（第 17 条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

申請者 住所 

氏名               印 

法人にあっては名称及び代表者の氏名 

電話番号 

一般廃棄物処理業許可証再交付申請書 

 次の理由により一般廃棄物処理業許可証を亡失（汚損・き損）したので、再交付される

よう申請します。 

１ 許可番号 

２ 許可の種類 

３ 申請の理由 
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様式第10号（第18条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

許可業者名 

一般廃棄物処理実績報告書 

年  月分の一般廃棄物処理実績について次のとおり報告いたします。 

家庭系  一関市・平泉町 

事業系  一関市・平泉町                                     （単位：日、件、kg） 

区   分 
稼働

日数

受入

件数

収集量

受入量

（Ａ）

積卸量

搬出量

（Ｂ）

積卸量又は搬出量の内訳 
Ａ‐Ｂ 

の処理 

方 法 

うち組合施設 うち組合施設以外 

 焼却

処理

埋立

処理

中間

処理

焼却

処理

埋立

処理

中間

処理

再生

処理

可燃ごみ 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

不燃ごみ 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

資源ごみ 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

紙類 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    
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粗大ごみ 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

適正処理困難物 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

リサイクル法等対象物 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

特別管理一般廃棄物 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

合  計 
    一関清掃センター         

大東清掃センター    

備考１ 家庭系及び事業系を別葉で提出すること。 

備考２ 収集運搬業の場合は、稼動日数及び受入件数の記載は不要であること。 

備考３ Ａ－Ｂの処理方法は、焼却、保管、自己利用、脱水乾燥等を記載すること。 

備考４ 第三者への転売は、うち組合施設以外の再生処理に記載すること。 

備考５ 焼却、埋立、中間処理は、廃棄物処理施設への持込みをいい、再生処理は有価物としての売却をいう。 
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様式第11号（第18条関係） 

年  月  日 

一関地区広域行政組合管理者 様 

許可業者名 

一般廃棄物処理実績報告書 

年  月分の一般廃棄物処理実績について次のとおり報告いたします。 

搬入処理施設 
し尿 浄化槽汚泥 

件数 汲取り量 件数 汲取り量 

一関清掃センター

一関市 
件 ㍑ 件 ㍑

平泉町 

川崎清掃センター 一関市 

※一関清掃センターの欄の一関市は、旧一関市、旧花泉町から発生したものを記載し、

川崎清掃センターの一関市は、旧大東町、旧千厩町、旧東山町、旧室根村、旧川崎村

及び旧藤沢町から発生したものを記載すること。 


